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Ⅰ．研究背景と目的
厚生労働省による地域包括システムによれば、2025
年を目途に、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目
的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域
の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシス
テム）の構築を推進している1）。また、厚生労働省は、
医療における 2025年問題として、医療の機能に見合っ
た資源の効果的かつ効率的な配置を促し、急性期から回
復期、慢性期まで患者が状態に見合った病床で、状態に
ふさわしい、より良質な医療サービスを受けられる体制
を作ることが必要としている。それに伴い、2015年 4
月から都道府県は、その地域にふさわしいバランスのと
れた医療機能の分化と連携を適性に推進するための地域
医療構想のビジョンを策定し、医療計画に新たに盛り込
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み、更なる機能分化を推進している2）。医療を取り巻く
環境の変化に伴い、地域完結型医療の重要性が増す中、
地域の医療機関との連携窓口になる「地域医療連携に係
わる業務」は医療機関にとって欠かせない業務である。
地域医療連携について、岡田3）は、「以前より開業医
と病院勤務医との連携は行われていた。それはもっぱら
開業医が自分の所では診断・治療できない患者を病院に
紹介して医療を行ってもらうための連携（診病連携）で
あった。」と述べている。その後、地域で必要な医療を
確保し、地域の医療機関の連携等を図る観点から、かか
りつけ医を支援する医療機関として、1997年の第三次
医療法改正4）において「地域医療支援病院」が創設され
た。また、2000年に特定機能病院と急性期特定入院加
算の施設基準に「地域連携室の設置」が盛り込まれたの
を機に、多くの医療機関で地域連携室が開設されるよう
になった。このような状況の中で病院は平均在院日数の
短縮、紹介率アップ、入院外来比の低下の必要性が生
じ、退院患者や外来患者を診療所へ積極的に紹介するよ
うになった。これは病院経営のための病院主導の連携
（病診連携）であった。しかし、6年後の 2006年診療報
酬改定において紹介率に基づく加算が廃止された。この
ことを受けて松岡5）は、「地域医療連携は患者が最善の
医療サービスを受けるために地域のさまざまなサービス
提供主体（介護保険サービス、行政サービス等）と共同
（協働）してネットワークを構築することが重要になっ
ている。」と述べている。
以上のように地域連携の方法や目的は、その時々の医
療環境や診療報酬システムによって変化してきている。
地域の異なる専門機関が、より良い課題解決のために、
その役割・機能を分担して、協働・連携を図るために
は、連携の窓口となる「地域医療連携部門」の必要性は
高いと考える。
筆者は、2011年より本学において医療秘書を希望す
る学生の養成に携わっている。その中で、数名の卒業生
が新規採用で地域医療連携部門に配属され、「どのよう
な業務をする部門かわからず困惑した」や「事務職がこ
のような仕事をすることを知らなかった」など、様々な
戸惑いの意見を聞いた。また、地域医療連携部門が各医
療機関にとってより重要な役割を果たして行くものと考
え、地域医療の実態に関する研究に着手した。しかし、
この研究に着手するにあたり、この領域の先行研究を行
ったが、「地域医療連携に係わる事務職」を対象とした
研究は、ほとんど見られなかった。また、地域医療連携
を専門とする部門を配置する医療機関は増加しているも
のの、その業務内容や役割、職員構成等は明確になって
いない。
以上のことから、地域医療連携部門の事務職の実践内
容に焦点をあて、近畿圏内の一般病床を有する病院の実
態調査を実施することとした。
本研究では、「地域医療連携部門の事務職が行ってい
る業務内容の構造」を明らかにすることを目的とする。
Ⅱ．研究方法
1．調査対象と方法
（1）調査方法
医療機関の開設病床により、地域医療連携業務に違い
がでると推察したため、今回は一般病床に焦点を絞り調
査を行った。近畿 2府 4県（大阪府、京都府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、滋賀県）の一般病床を有する 878病
院を対象に、地域医療連携に係わる事務職員に関する自
記式質問紙による調査を実施した。
なお、病院データは、「近畿厚生局の保険医療機関指
定一覧」6）と「一般社団法人日本病院会会員一覧」7）の
web サイトより抽出した。2015年 10月 12日に調査用
紙を発送し、同年 12月 1日までに提出された調査用紙
をもって回収数とした。回収数は 236件（回収率 26.9
％）、有効回答数は 235件（有効回答率 26.8％）となっ
た。
（2）倫理的配慮
調査の留意事項として、調査時点における依頼文に得
られたデータの匿名性、プライバシーの保護、研究目的
以外でデータを使用しないこと、得られた結果を学会等
へ報告すること、研究終了後は速やかにデータ消去およ
び廃棄することなどを明記し、調査の同意を得られた場
合は無記名で返信を依頼した。
なお、本調査は川崎医療福祉大学倫理委員会の承認を
得て実施した（承認番号 15-051）。
2．調査項目
（1）測定尺度の概念・定義
調査項目の選定にあたり、基礎調査として地域医療連
携部門で業務に当たっている 4名に対して、「地域医療
連携部門の業務内容」に焦点をあて、インタビュー調査
を行った。そしてそのすべてのデータから、地域医療連
携部門の業務内容を整理しカテゴリー化した。また、地
域医療連携部門を「一般病床を有する病院において、他
の医療機関からの紹介患者の予約調整（診察・検査等）
や広報誌の発行、退院後の支援などの業務を主に行って
いる部門」と操作的に定義した。その上で、業務内容を
示していると思われる概念を「予約調整」、「広報活
動」、「退院支援」の 3つに設定した。「予約調整」は、
「紹介患者の予約調整（診察・検査等）」、「当日の診察依
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頼の調整」、「救急受診依頼の調整」など 8項目で構成さ
れる。「広報活動」は、「連携室利用の手引き等の送付」、
「広報誌の発行」、「市民公開講座等の開催準備」など 6
項目で構成される。「退院支援」は、「退院調整」、「転院
調整」など 2項目で構成される。
回答の選択肢は「頻繁に行っている（4点）」～「行っ
ていない（1点）」の 4段階で、点数が高くなるほど
「地域医療連携部門の実施度」の得点が高くなるように
設定した。
また、本研究で使用した質問項目は、病院の事務職を
専門とする研究者のエキスパートレビューを受け、内容
を吟味した上で修正を行った。
（2）その他の調査項目
地域医療連携部門の事務職や職場の特性として、地域
医療連携部門の有無、地域医療連携部門の職員構成、職
種別配置人数、事務職の雇用形態、地域医療連携部門で
の勤務年数、地域医療連携部門の業務内容などを設定し
た。
3．分析方法
分析は、まず「地域医療連携部門の業務内容」16項
目の各項目の回答分布と平均値から、得点分布の傾向を
確かめた（表 8、表 9）。「地域医療連携部門の業務内容」
の因子構造を明らかにするために、選択した 16の質問
項目に対し、因子分析（主因子法、プロマックス回転）
を行った（表 10）。次に因子負荷量が 0.4以下および両
因子に 0.4以上の負荷量を示す項目を除外し、14項目か
らなる新たな因子を抽出した。抽出された因子の内的整
合性を確認するため、Cronbach の α 係数を算出した。
また、因子ごとに因子としてまとめられた項目の得点を
合計して各因子の合計得点を算出した。また、欠損値の
処理に関しては、無回答の項目についてその項目のみを
欠損値として分析から除外したため、合計人数が変数に
より異なる場合がある。
なお、分析には多変量解析プログラム SPSS 22.0 for
windows を用いた。
Ⅲ．研究結果
1．記述統計量
（1）地域医療連携部門の有無（表 1）
地域医療連携部門の「有無」は表 1のとおりである。
回答のあった 235病院のうち、地域医療連携部門を設置
している病院は 216件（91.9％）、設置していない病院
は 19件（8.1％）であった。この結果から、地域医療連
携部門の必要性の高さがわかる。
（2）地域医療連携部門の職員構成（表 2）
地域医療連携部門の「職員構成」は表 2のとおりであ
る。無回答を除く 215病院のうち、最も多く配置されて
いる職種は、医療ソーシャルワーカーの 181件（84.2
％）であった。
また、病院の規模等により人数や業務内容は異なると
思われるが、事務職を配置している医療機関が 157件
（73.0％）あることは、医療機関で働く事務職を養成す
る教育機関において需要があることを確認できた。
なお、本研究の地域医療連携部門の事務職は、「職種
に関わらず事務的な業務を行っているもの」と定義す
る。そのため、地域医療連携に係わる「事務職がいな
い」と回答のあった病院も有効回答としている。
（3）地域医療連携部門の職種別配置人数（表 3）
地域医療連携部門の「職種別配置人数」の内訳は、表
3のとおりである。各職種とも「1名配置」の回答が一
番多いことがわかる。
（4）地域医療連携部門の事務職の雇用形態（表 4）
地域医療連携部門の「事務職の雇用形態」は表 4とお
りである。無回答を除く 156病院のうち 79病院（50.6
％）は正規職員のみであった。なお、（2）「職員構成」
で事務職を配置していると回答のあった 157病院を有効
回答数としている。この結果から、約半数の病院は地域
医療連携部門の事務職を正規職員で雇用していることが
わかる。
（5）回答者の地域医療連携部門での勤務年数（表 5）
回答者の地域医療連携部門での勤務年数は、表 5のと
おりである。無回答を除く 211病院のうち、「3年未満」
が 84件（39.8％）と最も多く、約 6割が、「6年未満」
であった。回答者の勤務年数は、数ヶ月から 33年 7ヶ
表 1 地域医療連携部門の有無 n＝235
回答数 ％
ある 216 91.9
ない 19 8.1
合計 235 100.0
表 2 職員構成（複数回答）n＝215
職種 回答数 ％
医療ソーシャルワーカー 181 84.2
事務職 157 73.0
看護師 140 65.1
医師 82 38.1
その他 35 16.3
無回答 1 －
注）％の数値は無回答の数を有効回答数（n＝
215）の数から除いた数値を分母にして算出
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月まで幅が広かった。
（6）質問紙送付先病院と回答した病院の基本情報（表
6）（表 7）
質問紙送付先の病院（878病院）と回答した病院
（235病院）の一般病床数の内訳は、表 6のとおりであ
る。一般病床数 200床未満の病院からの回答が、154件
（73.7％）と多いことがわかる。また、事務職を配置し
ている病院（157件）、事務職を配置していない病院
（59件）、地域医療連携部門を配置していない病院（19
件）の一般病床数の内訳は表 7のとおりである。事務職
を配置していない病院の多くは 200床未満の病院であっ
た。また、地域医療連携部門を配置していない病院の多
くは 100床未満であることが確認できた。
2．地域医療連携部門の事務職の業務内容の回答分布
（表 8）（表 9）
各項目の得点の回答分布は表 8、表 9のとおりであ
る。平均値が最も高い項目は「①紹介患者の予約調整
（診察・検査等）」（平均 3.46点，標準偏差 0.92点）で、
次に「③紹介元・紹介先リストの作成」（平均 3.36点，
標準偏差 0.78点）であった。反対に、平均値が最も低
い項目は「⑫市民公開講座等の開催準備」（平均 1.83
点，標準偏差 1.07点）で、次に「⑭院内勉強会の開催
準備」（平均 1.87点，標準偏差 1.00点）であった。
3．地域医療連携部門の事務職の業務内容の因子分析結
果（表 10）
選択した 16の質問項目に対し、因子分析（主因子法、
プロマックス回転）を行い、固有値 1以上の因子を抽出
表 3 職種別配置人数（複数回答） n＝215
配置人数職種 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10以上
医療ソーシャルワーカー 50 41 43 21 9 6 5 3 2 1
事務職 60 36 21 11 8 6 3 4 4 4
看護師 79 32 17 4 1 1 2 0 2 2
医師 72 6 3 1 0 0 0 0 0 0
その他 20 5 3 2 0 2 1 0 0 2
単位：件
表 4 事務職の雇用形態 n＝157
雇用形態 回答数 ％
正規職員のみ 79 50.6
正規職員と非正規職員 45 28.8
非正規職員のみ 32 20.5
無回答 1 －
注）％の数値は無回答の数を有効回答数（n＝
157）の数から除いた数値を分母にして算出
表 5 回答者の勤務年数 n＝235
勤務年数 回答数 ％
3年未満 84 39.8
3～6年未満 51 24.2
6～9年未満 29 13.7
9～12年未満 28 13.3
12～15年未満 6 2.8
15年以上 13 6.2
無回答 24 －
注）％の数値は無回答の数を有効回答数（n＝
235）の数から除いた数値を分母にして算出
表 6 送付先病院と回答した病院の一般病床数
一般病床数 送付数（％）n＝878
回答数（％）
n＝235
50床未満 157（17.9） 37（17.7）
154件
 




（73.7％）50～99床 268（30.5） 67（32.1）
100～199床 227（25.9） 50（23.9）
200～299床 64（ 7.3） 16（ 7.7）
55件
 






（26.4％）
300～399床 84（ 9.6） 20（ 9.6）
400～499床 36（ 4.1） 6（ 2.9）
500床以上 42（ 4.8） 13（ 6.2）
無回答 － 26（ － ）
注）回答数の％の数値は無回答の数を有効回答数（n＝235）
の数から除いた数値を分母にして算出
表 7 事務職配置病院、事務職無配置の病院、地域医療連
携部門の配置がない病院の一般病床数
一般病床数
事務職配置
（％）
n＝157
事務職無配置
（％）
n＝59
地域医療連携
部門の配置
なし（％）
n＝19
50床未満 11（ 7.6） 16（29.1） 9（50.0）
50～99床 37（25.7） 25（45.5） 5（27.8）
100～199床 38（26.4） 13（23.6） 1（ 5.6）
200～299床 17（11.8） 0（ 0.0） 0（ 0.0）
300～399床 21（14.6） 1（ 1.8） 0（ 0.0）
400～499床 7（ 4.9） 0（ 0.0） 0（ 0.0）
500床以上 13（ 9.0） 0（ 0.0） 0（ 0.0）
無回答 13（ － ） 4（ － ） 1（ － ）
注）回答数の％の数値は無回答の数を有効回答数の数から
除いた数値を分母にして算出
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した。「⑧セカンドオピニオンの窓口（説明・予約等）」、
「⑩紹介医療機関への訪問（営業活動）」の 2項目が因子
負荷量の関係から除外したところ、3因子から成る 14
項目が抽出された。回転前の累積寄与率は 60.56％であ
った。クロンバック α 係数は、尺度全体が 0.842、下位
尺度は第 1因子「受け入れに関する業務内容」（α＝
0.827）、第 2因子「広報や営業に関する業務内容」（α＝
0.686）、第 3因子「退院先に関する業務内容」（α＝
0.907）となった。
Ⅳ．考 察
今回の質問紙調査は、地域医療連携に係わる事務職を
対象に行っている。しかし、事務職の定義が回答者の解
釈の仕方により違いがあった。そのため、今回は「職種
に関係なく、地域医療連携部門の事務的な業務を行って
いるもの」を事務職と定義し、「事務職の配置がない」
と回答のあった病院も「事務職の業務内容」の有効回答
としている。
また、有効回答 235病院のうち 154件（73.7％）が一
表 8 「地域医療連携部門の業務内容」に関する回答分布 n＝216
項目
頻繁に行っている 行っている あまり行っていない 行っていない
件数（％） 件数（％） 件数（％） 件数（％）
①紹介患者の予約調整（診察・検査等）
②紹介元への紹介患者の経過報告
③紹介元・紹介先リストの作成
④当日の診察依頼の調整
⑤救急受診依頼の調整
⑥かかりつけ医の紹介
⑦逆紹介の予約調整
⑧セカンドオピニオンの窓口（説明・予約等）
⑨連携室利用の手引き等の送付
⑩紹介医療機関への訪問（営業活動）
⑪広報誌の発行
⑫市民公開講座等の開催準備
⑬登録医総会、連携の会等の開催準備
⑭院内勉強会の開催準備
⑮退院調整
⑯転院調整
136（67.0）
100（49.3）
104（51.2）
69（34.0）
64（31.5）
50（24.6）
83（40.9）
21（10.3）
31（15.3）
55（27.1）
41（20.2）
21（10.3）
26（12.8）
15（ 7.4）
89（43.8）
95（46.8）
42（20.7）
58（28.6）
77（37.9）
60（29.6）
58（28.6）
70（34.5）
70（34.5）
59（29.1）
63（31.0）
77（37.9）
57（28.1）
38（18.7）
47（23.2）
44（21.7）
31（15.3）
44（21.7）
7（ 3.4）
25（12.3）
14（ 6.9）
33（16.3）
35（17.2）
50（24.6）
27（13.3）
48（23.6）
48（23.6）
34（16.7）
22（10.8）
30（14.8）
32（15.8）
43（21.1）
20（ 9.9）
22（10.8）
18（ 8.9）
20（ 9.9）
8（ 3.9）
41（20.2）
46（22.7）
33（16.3）
23（11.3）
75（36.9）
61（30.0）
37（18.2）
83（40.9）
114（56.2）
98（48.3）
101（49.8）
63（31.0）
42（20.7）
注）％の数値は無回答の数を有効回答数（n＝216）の数から除いた数値を分母にして算出
表 9 「地域医療連携部門の業務内容」記述統計量 16項目
項目 平均値 標準偏差
【予約調整】
①紹介患者の予約調整（診察・検査等） 3.46 .92
②紹介元への紹介患者の経過報告 3.17 .99
③紹介元・紹介先リストの作成 3.36 .78
④当日の診察依頼の調整 2.77 1.13
⑤救急受診依頼の調整 2.69 1.14
⑥かかりつけ医の紹介 2.67 1.02
⑦逆紹介の予約調整 3.05 .999
⑧セカンドオピニオンの窓口
（説明・予約等） 2.13 1.03
【広報活動】
⑨連携室利用の手引き等の送付 2.32 1.06
⑩紹介医療機関への訪問（営業活動） 2.74 1.05
⑪広報誌の発行 2.28 1.20
⑫市民公開講座等の開催準備 1.83 1.07
⑬登録医総会、連携の会等の開催準備 2.00 1.11
⑭院内勉強会の開催準備 1.87 1.00
【退院支援】
⑮退院調整 2.72 1.31
⑯転院調整 2.95 1.19
表 10 「地域医療連携部門の業務内容」の因子分析結果
項目 因子1 因子2 因子3
第 1因子「受け入れに関する業務内容」
（α＝0.827）
④当日の診察依頼の調整
①紹介患者の予約調整
⑤救急患者依頼の調整
⑦逆紹介の予約調整
②紹介元への紹介患者の経過報告
⑥かかりつけ医の紹介
③紹介元・紹介先リストの作成
.809
.756
.724
.665
.632
.536
.422
−.040
−.061
−.052
−.026
−.019
.164
.109
.014
−.034
.075
−.024
−.142
.156
−.019
第 2因子「広報や営業に関する業務内容」
（α＝0.686）
⑮登録医総会、連携の会等の開催準備
⑭市民公開講座等の開催準備
⑯院内勉強会の開催準備
⑬広報誌の発行
⑪連携室の利用の手引き等の送付
−.079
−.061
−.042
.069
.211
.872
.761
.628
.549
.540
.052
−.037
.158
−.225
−.092
第 3因子「退院先に関する業務内容」
（α＝0.907）
⑧退院調整
⑨転院調整
−.089
.054
−.027
−.045
.959
.870
因子間相関係数
因子 2
因子 3
.477
.228 .0.36
注）因子抽出法：主因子法（プロマックス回転）因子パターン
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般病床数 200床未満の病院であったこと、地域医療連携
部門の職員配置は各職種とも 1名配置の回答が一番多か
ったことを留意しておく必要がある。
1．記述統計量
記述統計量の結果から、地域医療連携部門を設置して
いる病院は 91.2％であり、地域の医療機関との連携窓
口になる「地域医療連携部門」は医療機関にとって、欠
かせない部門であることを確認できた。職員構成につい
て、医療ソーシャルワーカーがいると回答した病院が
181件（84.2％）と最も多かった理由は、その業務に、
退院援助や社会復帰援助、受診・受療援助など8）、地域
医療連携部門に関係の深い内容があるためと考える。ま
た、事務職を配置している病院の約半数 79件（50.6％）
の雇用形態が正規職員という結果から、事務職が行って
いる業務は、正規職員として雇用する必要性の高い内容
であると思われる。
なお、回答者の地域医療連携部門の勤務年数について
は、約 6割が 6年未満であったため、勤務年数の幅が広
く、回答の偏りはないと考える。
2．「地域医療連携部門の業務内容度」の因子の検討
まず、仮説で示した 3つの概念「予約調整」、「広報活
動」、「退院支援」と因子分析した結果抽出された 3因子
についての相違は以下のとおりである。
「予約調整」と第 1因子「受け入れに関する業務内容」
は、概ね相違はなかった。しかし、因子負荷量の関係か
ら除外された項目が 1項目「⑧セカンドオピニオンの窓
口（説明・予約等）」あった。その理由は、「セカンドオ
ピニオンの窓口（説明・予約等）」の業務を「あまり行
っていない」、「行っていない」と回答した病院は 123件
（60.5％）であり、業務自体を行っている病院が少なか
ったことだと考えられる。また、回答した病院の 154件
（73.7％）が 200床未満の病院だったことも理由の一つ
だと思われる。「広報活動」と第 2因子「広報や営業に
関する業務内容」についても、因子負荷量の関係から除
外された項目が 1項目「⑩紹介医療機関への訪問（営業
活動）」あった。その理由は、今回の質問紙調査だけで
は断定できないが、地域医療連携部門の事務職が行う業
務内容とは言えない可能性があると考える。「退院支援」
と第 3因子「退院先に関する業務内容」に相違はなかっ
た。
次に、本尺度における因子間の相関の程度に関して、
第 3因子の「退院先に関する業務内容」が第 1因子と第
2因子との相関が低かった。その理由は、第 3因子の
「退院先に関する業務内容」は事務職の業務内容という
より、医療ソーシャルワーカーの業務内容ではないかと
考える。厚生労働省が提示している「医療ソーシャルワ
ーカー業務指針」8）において、医療ソーシャルワーカー
の業務内容の一つに「退院援助」が含まれている。
このことから、医療事務職と福祉職が厳密には区分さ
れておらず、役割に曖昧な部分があることが推測でき
る。
3．「地域医療連携部門の業務内容度」の信頼性および妥
当性
「地域医療連携部門の業務内容」の信頼性については、
下位尺度の Cronbach α 係数が 0.686～0.907の範囲で比
較的高い信頼性係数を示したことより、内的整合性を有
していると判断する。次に尺度の妥当性について述べ
る。
第 1に、病院の事務職を専門とする研究者によるエキ
スパートレビューを受け必要に応じて修正を行った。ま
た、病院の地域連携室に勤務する事務職のインタビュー
調査から主要な概念を包括的に集約し、因子分析の結果
から解釈可能な尺度構成を示したことから内容妥当性を
有していると判断できる。第 2に、本尺度における因子
間の相関の程度に関して、第 2因子である「広報や営業
に関する業務内容」と第 3因子の「退院先に関する業務
内容」の相関に若干の課題が残るが、それは担当者によ
る業務のずれによるものと判断した事より、許容範囲で
あると判断できる。
以上のことにより、本尺度は途上段階であるが、地域
医療連携部門の事務職が行っている業務内容の構造を測
定する尺度としては内容妥当性と十分な信頼性を有して
いるといえる。
Ⅴ．結 論
本研究の目的は、地域医療連携に係わる事務職の実践
内容に焦点をあて、近畿圏内の一般病床を有する病院の
実態調査の結果から、「地域医療連携部門の事務職が行
っている業務内容の構造」を明らかにすることであっ
た。本研究の結果をまとめると以下のとおりである。
基礎調査として行ったインタビュー調査結果から得ら
れた 3つの概念と因子分析の結果はほぼ同じ概念で構成
されていたが、第 3因子である「退院先に関する業務内
容」は事務職にとっては違和感の残る認識である業務と
なった。
最後に、研究課題と限界について述べておく。本研究
の対象者は近畿圏内の一般病床を有する病院の地域医療
連携に係わる事務職員としたが、業務内容に関する無回
答を除く有効回答数が 203件と少ないことから、本研究
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の結果を一般化するには限界がある。今後は質問紙調査
だけでは得られなかった情報についてインタビュー調査
を行うことによって補完することを課題としたい。
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